
   

 

 

 

 

 

 

平成３０年度版行財政３か年実施計画及び平成３０年度予算編成における 

基本方針の策定に当たって 

 

 

 我が国経済は、緩やかな回復基調が続いているが、賃金の伸びは緩やかなも

のにとどまり、潜在成長率も依然として１％を下回るなど、成長力に力強さを

欠いた状況が続いている。また、「人口減少社会」という、かつて経験したこと

のない局面を迎え、未来への明るいビジョンが描きづらい時代となっている。 

 このような状況の中、これまで本市では、将来を見据え、中長期的かつ経営

的な視点を持って、各種施策を積極的に展開してきたところであり、特に、全

国平均を上回って進む高齢化や生産年齢人口の減少に対しては、「上尾市地域創

生総合戦略」に基づき、人口減少を緩和し将来にわたって活力ある上尾市を築

いていくために、組織が一体となって取り組んでいるところである。 

 今後の財政運営は楽観視できない状況ではあるが、平成３０年度は、市制施

行６０周年という、本市にとって節目の年度であり、これを機にさらなる飛躍

を遂げ、魅力ある都市に成長しなければならない。 

そのためには、行政改革等を着実に実行し、持続可能な財政基盤を確立する

とともに、全職員が高い当事者意識を持ち、「今やるべき事業」を見極めた上で、

着実に実施することが極めて重要である。 

以上を踏まえ、平成３０年度版行財政３か年実施計画及び平成３０年度予算

編成における基本方針の策定に当たっては、５つの取組方針を盛り込んだとこ

ろであり、各部局は、本基本方針に基づき、平成３０年度３か年・予算編成に

臨むこととする。 
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１．現下の経済情勢と国の動向 

 

現下の我が国の経済情勢は、内閣府が発表した本年７月の月例経済報告に

よれば、「景気は、緩やかな回復基調が続いている」とされ、「先行きについ

ては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩や

かに回復していくことが期待される」としている。ただし、「海外経済の不確

実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要がある」と言及している。 

このような中、国は「経済財政運営と改革の基本方針２０１７」を６月に

閣議決定し、「平成３０年度は、集中改革期間の３年目であり、平成２８年

度・２９年度に引き続き、『経済・財政再生計画』を着実に実行し、その軌

道を確かなものにしていく必要がある」とし、「平成３０年度予算編成にお

いては、『経済・財政再生計画』、『経済・財政再生アクション・プログラム』、 

改革工程表にのっとって、経済・財政一体改革を加速する」としている。 

また、７月に発出した「平成３０年度予算の概算要求に当たっての基本的

な方針」では、歳出全般にわたり「歳出改革の取組を強化するとともに、施

策の優先順位を洗い直し、無駄を徹底して排除しつつ、予算の中身を大胆に

重点化する」とされ、概算要求に当たって厳しい姿勢が示されている。 

これらの方針に基づいた国の予算編成は、地方財政に大きな影響を及ぼす

ことから、その動向を十分注視し適切に対応していく必要がある。 

 

２．本市の財政状況と今後の見通し 

 

平成２８年度の一般会計決算は、歳入面では、地方消費税交付金が減少し

たものの、固定資産税の増加に伴う市税の増や社会保障関連経費に対する

国・県支出金の増などにより、全体では増加となった。 

一方、歳出面では、退職手当負担金の減少などにより、人件費が微減とな

ったものの、社会保障関連経費の増などにより扶助費が増加し、義務的経費

は３４６．２億円となったところである。また、投資的経費についても、(仮)

戸崎東部公園整備事業の着手などにより、微増となったところである。 

これら決算に基づき算定した財政指標は、実質公債費比率が４．０％(前年

度比±０．０ポイント)、将来負担比率が２５．２％(前年度比△４．２ポイ

ント)となり、いずれも早期健全化基準を大きく下回る結果となったが、経常

収支比率は近隣他市と同様に上昇し、９５．８％(前年度比＋１．２ポイント)

となった。 

  今後の財政収支の見通し(平成２９～３３年度)では、市税及び地方譲与税

等の増収見込みにより、歳入は微増傾向にあるものの、扶助費の大幅な増加

見込みにより歳出は増加傾向にあり、財源不足額は拡大する見込みとなって

いることから、平成３０年度予算編成も含め、今後も財政運営上は楽観視で

きない状況である。【別紙１】 
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３．予算編成の基本方針 
 

今後の財政運営が楽観視できない状況の中、社会情勢とともに変化する市

民ニーズに機敏に対応しつつ、全国平均を上回って進む高齢化や生産年齢人

口の減少など、本市が抱える諸課題に的確に対応する必要がある。 

したがって、行政改革等を着実に実行し、持続可能な財政基盤を確立する

とともに、平成３０年度予算編成については、事業の必要性、緊急性、費用

対効果を十分に検証し、「事業の選択と集中」を徹底した予算とする。 

以上のことを踏まえ、職員一人一人が財政状況を十分に認識し、以下に示

す５つの取組方針に沿って予算編成に取り組むものとする。 

 

（１）マニフェストの具現化に向けた取組方針 

市長マニフェスト「上尾が輝る新８つのキラリ☆～もっと、もっと、住み

よい上尾へ。～」の６０項目については過半の達成状況であるが、残る項目

についても速やかな実現を図るとともに、市民ニーズに即した事業となるべ

く、懸案事項の解消を図る。 

そのためには、市民の声を集約し、「住みよさ」を実感できるよう、具体的 

な事業の組み立てに注力することとする。また、効率的で効果的な行政サー

ビスを提供するためには、マニフェストの趣旨に鑑み、既存事業を常に見直

すことはもちろん、新規事業の構築を積極的に図る必要があり、事業の立案

に当たっては、全市的な視点に立ち、部局の垣根にとらわれることのないよ

う事業案の調整を行う必要がある。 

 

（２）第８次行政改革実施計画の確実な実施に向けた取組方針 

平成２８年度から平成３２年度までの５年間を計画期間とする第８次上尾

市行政改革大綱・行政改革実施計画は、「質の高い行政サービスの提供」と

「持続性のある財政基盤の確立」を目指すとともに、そのためのアプローチ

として、「歳出全般の効率化」、「財源確保の強化」及び「事業主体の多様

化」の３つの方向性を示し、基金に頼らない持続可能な財政基盤の確立を目

指している。 

上尾市地域創生総合戦略に基づき、共働きの子育て世代(ＤＥＷＫs世代)

の定住促進策を実施し、本市の魅力をさらに高めるためには、財源や人的資

源を確保することが必要であり、行政改革実施計画の確実な履行が不可欠で

あることから、関係課においては、行政改革実施計画進捗管理シートに掲げ

る取組を確実に実施する。 

なお、行政改革大綱に掲げる３つの方向性は、全庁的な課題であることか 

ら、歳出全般の効率化、財源確保の強化に向けた取組、民間事業者等への委

託化や市民との協働による事業主体の多様化を積極的に進める。 
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（３）行政評価に基づく事務事業の取組方針 

上尾市総合計画に基づく施策の進捗を図るためには、それに関連する事務

事業を効率的かつ効果的に実施することが必要であり、そのためには、行政

マネジメントサイクル（ＰＤＣＡサイクル）を確実に実施するべく、施策評

価及び事務事業評価の結果に基づいた改善・改革を不断に進めることが不可

欠である。 

とりわけ事務事業評価は、必要性及び効率性の観点から全ての事業を評価 

していることから、平成３０年度３か年・予算編成に当たっては、今年度「見

直し」とした２事業及び昨年度「見直しの予定」とした８事業について、確

実に対応していく。 

 

（４）地域創生総合戦略の重点施策に関する取組方針 

  一昨年、策定した「上尾市地域創生長期ビジョン」及び「上尾市地域創生

総合戦略」では、本市の今後の人口減少の要因を分析するとともに、この抑

制策として１１の重点施策を定め、これに基づく各種事業を実施していると

ころだが、その効果をより確実なものとするためには、部局を横断して、複

合的に事業を実施していくことが不可欠である。 

このため、本年５月には、さらなる定住促進を図るため、副市長を委員長

とする「あげお ＤＥ 住まいる推進グループ」を設置し、定住促進のターゲ

ットを「共働きの子育て世代(ＤＥＷＫs世代)」とし、効果的な事業を総合的

に実施すべく、部局横断的な検討を進めているところである。 

本市が“選ばれる都市“となるため、各分野における本市の強みを改めて 

検証した上で、ターゲットとするＤＥＷＫｓ世代が本市に求めるニーズを的

確に把握しつつ、現在、各課が実施する事業に創意工夫を加え付加価値をつ

けるなどにより、独自性かつ魅力ある事業を創出していく。 

 

（５）公共施設の質・量の最適化に向けた取組方針 

本市が保有する全ての公共施設を将来にわたって安心・安全かつ適正な水

準で維持していくためには、公共施設マネジメントを強力に推進し、質と量

の最適化を図る必要がある。 

本市は、平成２８年度より「上尾市公共施設等総合管理計画」及び「上尾 

市個別施設管理基本計画」の実施段階に入ったところであり、公共施設マネ

ジメントを実効性の高いものにしていくためには、一つ一つの施策について、

その合理性や効果を「ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討ガイドライン」の

遵守を含め十分に整理した上で、上尾市個別施設管理基本計画等評価委員会

による評価を行うとともに、財政運営と連携し、徹底した進行管理を行って

いく。 
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４．財政規律ガイドラインを遵守した予算編成の徹底 
 

財政規律の維持・向上を図り、安定的かつ健全な財政基盤を確立するため、

予算編成に当たっては、すべての職員が、「上尾市財政規律ガイドライン」に

沿って中長期的かつ経営的な視点に立ち、市が実施するすべての事務事業の

経費に人件費が含まれていることを念頭に置き、創意工夫とコスト意識の発

揮により、叡智を結集して取り組む。【別紙２】 

 

(１)歳入の確保 

・事業の実施に当たっては、国・県支出金等の特定財源の積極的な活用を図

ることとし、特に新規事業については、特定財源の有無について精査すると

ともに、既存事業についても、特定財源を活用する方策がないか、不断に検

討する。 

・国・県支出金等が廃止された事業について、代替財源等が措置されない場  

合は、原則として、市費への振替えは認めず、当該事業を継続する場合は、 

従来の制度にとらわれることなく、事業の再構築を行う。 

 

(２)歳出構造の改革 

・すべての事業について、必要性、効果及び達成度の観点から、不断に見直

しを行う。 

・長期間にわたり継続してきた単独事業等については、社会情勢が事業開始

時と比較して大きく変化し、すでに所期の目的を達成していると認められる

場合は、早急に事業の再構築を図る。 

 

(３)将来負担の圧縮 

・未来へつなぐ財政基盤を確立していくため、市債残高について、普通交付 

税の振替えである臨時財政対策債を除き、引き続き抑制するよう努める。 

 

５．予算要求に当たっての留意点 

 

 予算要求に当たっては、「上尾市財政規律ガイドライン」に掲げる「予算編

成のルール」に従い、前述の「歳入の確保」「歳出構造の改革」などに沿っ

て要求することとし、特に以下の点に留意する。 

 

・予算要求額については、義務的経費（人件費、扶助費、公債費）及び施設

の建設など継続実施している事業に係る経費、または実施内容の変更を伴わ

ない単価の上昇、数量の自然増などを除き、原則として、平成２９年度当初

予算額を上限とする。 
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・平成２９年度当初予算額を超えて要求する場合には、その根拠となる資料

を必ず示すこと。特に、事業を新規または拡充して実施する場合は、その必

要性や効果、後年度負担等について明らかにした資料を示すとともに、既存

事業のスクラップアンドビルドを行うなどの財源確保に努める。 

・地方財政計画及び国・県の予算編成や各種制度の見直しの動向が、現時点

では不透明であることから、平成３０年度３か年・予算編成の要求後にあっ

ても、必要により再調整することとなるので、国や県等の動向を注視し、情

報収集に努め、国・県等の補助金を積極的に活用していく。 

 

６．平成３１年度以降の予算編成に向けて 
 

  今後の財政収支の見通しでは、当面、財源不足額が拡大する見込みとなっ

ており、財政運営上は楽観視できない状況である。 

  したがって、平成３１年度以降の予算編成に向けては、持続可能な財政基

盤を確立するため、前述の「５．予算要求に当たっての留意点」について見

直すことを検討していく。 

 


